
出資団体台帳 出資団体名 7.乗鞍国際観光株式会社
所管課 観光課

１．出資団体概要 （令和７年４月１日現在）

①法人分類 株式会社 （ ） ⑨設立目的

②業務分類 観光・レジャー （ ） 定款等に掲げる主な事業内容 現在の実施の有無 主な受益者

③主な活動範囲 市内規模 （ ） 観光開発並びに観光施設の経営及びこれに伴う事業 実施 理由（ ） 施設利用者

④所在地 高山市丹生川町坊方2119番地1 索道運送に関する事業 実施 理由（ ） 施設利用者

⑤設立年月日 昭和47年9月7日 不動産の取得、管理及び賃貸借 未実施 理由（ 会社創設時の定款のまま ）

⑥従業員数
役員 (常勤) 2 人 (非常勤) 7 人 山菜地の造成及び水産物養殖に関する事業 未実施 理由（ 会社創設時の定款のまま ）

正社員 (常勤) 4 人 (内出向) 牧畜及び造園に関する事業 未実施 理由（ 会社創設時の定款のまま ）

⑦役員等 役職名 氏名 市所属・職位 駐車場の運営管理業務 実施 理由（ ） 施設利用者

代表者 環境に関する調査、観測、分析、影響評価及び保全計画 未実施 理由（ 会社創設時の定款のまま ）

役員 観光案内業務 実施 理由（ ） 施設利用者

公衆用道路の保守管理の受託 実施 理由（ ） 観光客

理由（ ）

⑩地域の関わり

丹生川地域における地域振興や観光振興の観点で事業展開しており、地域住民からの出資や役員就任により運営されてい
る。
市民にとってシンボル的な存在である乗鞍での事業展開や委託事業を請け負っている。

⑪市民の関わり

ほおのき平スキー場、にゅうかわカントリークラブは、市民のスポーツ・娯楽施設として親しまれている。
各事業には地域住民の関わりも強く、地域の雇用促進にも繋がっている。

⑧資本金 60,000 千円

出資者 資産種別 出資額 出資割合 ⑫経緯

高山市 有価証券 29,000千円 48.3% 出
資
時
の
状
況

S47.9　　 旧丹生川村地域の観光産業の振興を目指し、村民会社（第三セクター会社）として発足
S47.9.19　地域の観光産業を中心とする産業育成を図るために出資
　　　　　観光産業の１つとして旧丹生川村は、ほおのき平スキー場の開設を目指していた。他自治体 0.0%

その他 有価証券 31,000千円 51.7%

【備考】

そ
の
後
の
経
緯

S48.11.30　増資
H13.4.1　　増資し、保有株数66,000株となる。
H16.10.1 　公民館8地区に各1,000株を無償譲渡し、保有株数58,000株となる。
H17.2.1　　市町村合併により市に58,000株（29,000千円）の出資を継承

7.乗鞍国際観光株式会社 1



２．事業概要

①事業 ②市事業 ③種別
④業務内容、状況、課題等

（施設がある場合は、施設ごとの状況、公共施設等総合管
理計画における方針☞を記入）

⑤事業収支
⑥定性的評価

市による
関与の必要性

民間による
代替性

事業の
採算性

高山市指定管理業務 ○ 指定管理事業

乗鞍バスターミナル　☞継続
R2.7月～R3.6月豪雨災害の影響で閉鎖
R4.9月～R7.8月R2豪雨災害の影響で閉鎖（R7.8月20
日開通）
R6 指定管理料　　　939千円

黒字 有 有 有

高山市指定管理業務 ○ 指定管理事業
グリーンパークひろ野　☞継続
芝生や遊具等の公園施設の管理
R6　指定管理料　　6,420千円

黒字 有 有 有

岐阜県指定管理業務 － 指定管理事業 乗鞍鶴ヶ池駐車場の維持管理、運営 黒字 無 無 有

乗鞍スカイライン道路
パトロール業務

○ 受託事業 乗鞍スカイライン道路パトロール業務 黒字 有 有 有

乗鞍マイカー規制業務 － 受託事業 乗鞍マイカー規制業務 黒字 有 有 有

索道事業 － 団体事業 朴の木平スキー場の維持管理、運営 黒字 無 有 有

ショートコースゴルフ場事業 － 団体事業 にゅうかわカントリークラブの維持管理、運営 赤字 無 有 有

宿泊事業・飲食業 － 団体事業 乗鞍白雲荘、レストハウス雷鳥の経営 黒字 無 有 有

乗鞍環境自然保護員設置運営業
務

－ 受託事業
乗鞍岳の登山道・遊歩道以外への侵入防止やゴミの
投棄防止等の指導
大気環境・植生・水質等調査の実施

黒字 無 有 無
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３．財務状況

⑴ 貸借対照表 (令和3年3月31日現在) (令和4年3月31日現在) (令和5年3月31日現在) (令和6年3月31日現在) (令和7年3月31日現在)

項目
令和2年度 第 50 期 令和3年度 第 51 期 令和4年度 第 52 期 令和5年度 第 53 期 令和6年度 第 54 期

決算額 前年比増減 決算額 前年比増減 決算額 前年比増減 決算額 前年比増減 決算額 前年比増減

 資産の部合計 A 225,630 千円 5.4 % 243,509 千円 7.9 % 248,224 千円 1.9 % 260,347 千円 4.9 % 270,449 千円 3.9 %

流動資産 B 58,872 千円 120.2 % 81,271 千円 38.0 % 89,364 千円 10.0 % 75,603 千円 ▲15.4 % 88,383 千円 16.9 %

固定資産 C 166,634 千円 ▲11.0 % 162,142 千円 ▲2.7 % 158,792 千円 ▲2.1 % 184,705 千円 16.3 % 182,055 千円 ▲1.4 %

繰延資産 124 千円 ▲18.4 % 96 千円 ▲22.6 % 68 千円 ▲29.2 % 39 千円 ▲42.6 % 11 千円 ▲71.8 %

 負債の部合計 50,051 千円 75.2 % 53,769 千円 7.4 % 49,580 千円 ▲7.8 % 54,034 千円 9.0 % 56,480 千円 4.5 %

流動負債 D 10,051 千円 ▲64.8 % 13,769 千円 37.0 % 11,247 千円 ▲18.3 % 6,887 千円 ▲38.8 % 17,070 千円 147.9 %

（うち借入金） E （0 千円） （0 千円） （0 千円） （0 千円） （0 千円）

固定負債 40,000 千円 #DIV/0! 40,000 千円 0.0 % 38,333 千円 ▲4.2 % 47,147 千円 23.0 % 39,410 千円 ▲16.4 %

（うち借入金） F （40,000 千円） #DIV/0! （40,000 千円） 0.0 % （38,333 千円） ▲4.2 % （47,147 千円） 23.0 % （39,410 千円） ▲16.4 %

 純資産の部 G 175,580 千円 ▲5.4 % 189,740 千円 8.1 % 198,644 千円 4.7 % 206,313 千円 3.9 % 213,969 千円 3.7 %

資本金 60,000 千円 0.0 % 60,000 千円 0.0 % 60,000 千円 0.0 % 60,000 千円 0.0 % 60,000 千円 0.0 %

利益剰余金等 115,580 千円 ▲7.9 % 129,740 千円 12.3 % 138,644 千円 6.9 % 146,313 千円 5.5 % 153,969 千円 5.2 %

健
全
性
指
標

 債務超過の有無（G） 目標：無 無 - 無 - 無 - 無 - 無 -

 自己資本比率（G/A） 目標：50%以上 77.8% ▲10.2 % 77.9% 0.1 % 80.0% 2.7 % 79.2% ▲1.0 % 79.1% ▲0.2 %

 流動比率（B/D） 目標：150%以上 585.7% 525.9 % 590.2% 0.8 % 794.6% 34.6 % 1097.8% 38.2 % 517.8% ▲52.8 %

 固定比率（C/G） 目標：100%以下 94.9% ▲5.9 % 85.5% ▲10.0 % 79.9% ▲6.5 % 89.5% 12.0 % 85.1% ▲5.0 %

 借入金依存度（(E+F)/A） 目標：前年比較減 17.7% 110.8 % 16.4% ▲7.3 % 15.4% ▲6.0 % 18.1% 17.3 % 14.6% ▲19.5 %

⑵ 損益計算書

令和2年度 第 50 期 令和3年度 第 51 期 令和4年度 第 52 期 令和5年度 第 53 期 令和6年度 第 54 期

決算額 前年比増減 決算額 前年比増減 決算額 前年比増減 決算額 前年比増減 決算額 前年比増減

 営業収益 118,256 千円 ▲35.7 % 108,199 千円 ▲8.5 % 149,841 千円 38.5 % 156,210 千円 4.3 % 182,048 千円 16.5 %

 営業費用 159,924 千円 ▲22.8 % 131,850 千円 ▲17.6 % 164,444 千円 24.7 % 173,350 千円 5.4 % 196,543 千円 13.4 %

（うち売上原価）（対営業収益比率） (0.0%) （14,304 千円） (13.2%) （23,582 千円） (15.7%) （19,336 千円） (12.4%) （25,268 千円） (13.9%)

（うち人件費）（対営業収益比率） (0.0%) （54,690 千円） (50.5%) （65,834 千円） (43.9%) （63,539 千円） (40.7%) （72,588 千円） (39.9%)

 〈営業損益〉 ▲ 41,668 千円 ▲79.2 % ▲ 23,651 千円 43.2 % ▲ 14,603 千円 38.3 % ▲ 17,140 千円 ▲17.4 % ▲ 14,495 千円 15.4 %

 営業外損益 43,581 千円 266.9 % 40,308 千円 ▲7.5 % 27,026 千円 ▲33.0 % 25,657 千円 ▲5.1 % 24,432 千円 ▲4.8 %

 〈経常損益〉 1,913 千円 116.8 % 16,657 千円 770.7 % 12,423 千円 ▲25.4 % 8,517 千円 ▲31.4 % 9,937 千円 16.7 %

 〈当期純損益〉 ▲ 9,929 千円 14.2 % 14,160 千円 242.6 % 8,904 千円 ▲37.1 % 7,669 千円 ▲13.9 % 7,656 千円 ▲0.2 %

〈評価分析〉　
現金（預金）の増加により流動資産が増加し、自己資本比率も高いため、財務状況は健全な経営状況。平成31年度はコロナの影響や雪不足で売上高が減少し赤字となり、令和2年度は固定資産売却損の計上により赤字となっ
た。令和3年度は経費の減少とともに国・県・市からのコロナ対策支援金や補填金等があり黒字となった。令和4年度から令和6年度はコロナ禍からの回復基調があり、黒字となった。今後も健全な運営が見込まれる。

４．市の財政的関与

区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

 出資金 29,000 千円 (48.3%) 29,000 千円 (48.3%) 29,000 千円 (48.3%) 29,000 千円 (48.3%) 29,000 千円 (48.3%)

 負担金、補助及び交付金

 指定管理料 15,385 千円 11,574 千円 6,870 千円 8,948 千円 7,359 千円

 その他 10,267 千円 9,782 千円 11,181 千円

備考

指定管理料内訳
・乗鞍バスターミナル　H29 △4,641千円、H30 △5,062千円、H31 △4,185千円、R2　9,556千円、R3　5,745千円、R4　1,041千円、R5　2,885千円 R6　939千円
・ジョイフル朴の木　H29 25,635千円、H30 25,749千円、H31 25,188千円
・グリーンパークひろ野　H29 5,768千円、H30 5,768千円、H31 5,768千円、R2 5,829千円、R3　5,829千円、R4　5,829千円、R5　6,063千円　R6　6,420千円

補助金内訳
R4　雇用調整支援事業補助金　65千円
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５．課題等

項目 市所管課 団体

Ｓ
Ｗ
Ｏ
Ｔ
分
析

内部分析

強み

（スキー場）
・標高約1200～1500ｍに位置し、豊富で良質な雪が自然に降雪
・初心者から上級者、子供など幅広い客層の利用が可能
・スキー大会における需要
（白雲荘）
・標高約2,700ｍに宿泊施設を有し、星空観察や登山客に好評

・自然を活かした特色ある施設を数多く有しており、初心者から上級者、老
若男女など幅広い客層に利用されている。
・スキー大会の需要がある。
・スキー場内に温泉施設がある。

弱み

・自然災害により施設の使用ができなくなる場合がある。
・乗鞍バスターミナルは、自然災害による乗鞍スカイライン不通により、
利用者数が低迷するなどの影響を受けた。
・近郊には、都市部からより近い大規模なスキー場がある。

・自然災害により施設の使用ができなくなる場合がある。
・地域の関わりが大きいため、外部の視点が少ない。

外部分析

機会
・コロナ禍以降における屋外活動への関心への高まり
・他スキー場や近隣スキー場の廃止
・中部縦貫自動車道の延伸

・アフターコロナにおいて人の活動が変化し、屋外型施設の利用客の増加が
見込まれる。
・中部縦貫自動車道の延伸による客足の増加が見込まれる。

脅威
・スキー人口、ゴルフ人口の減少
・温暖化による雪不足
・新型コロナウイルスや天候不良、自然災害など予期せぬ事態の発生

・観光客をはじめとして市外からの来訪者をターゲットとしている施設が多
いため、新型コロナや災害、天候不良など予期せぬ事態が発生した際に来客
数が減少する。

事業面
（必要性、公益性、採算性、収益性など）

・ほおのき平スキー場は市内では最大規模で、立地や降雪などの条件も良
く、市観光施設の中でも重要度が高い。

・指定管理事業のうち乗鞍バスターミナルは、豪雨災害の影響により利用者
が入山できないため、大きな打撃を受けた。

財政面
（財務状況の現状や将来の見通しなど）

・借入金はあるが、預金や利益余剰金により資産は確保できている。コロ
ナ以降から財政状況も回復し、健全と評価できる。

・ここ数年は一定の利益剰余金を確保しているが、気候変動やコロナ禍にお
いて平成31年度以降の純損益が大きく減少し、厳しい状況となった。

施設・設備
（所有する建物や設備等の状況など）

・所有施設全体が老朽化し、建物や設備の改修が必要である。
・所有施設全体が老朽化し、建物や設備の改修が必要であるため、多額の費
用を捻出しなければならない。

組織・人員体制
（役員や従業員等の状況など）

・市職員が取締役、監査役に就任している。
・役員は、市職員以外は丹生川地域住民で構成されている。

・従業員の高齢化が進んでいる。季節従業員の占める割合が多く、事業毎の
季節募集が難しい。

公共施設等総合管理計画
（方針と今後の考え方）

・乗鞍バスターミナル　「継続」（引き続き行政による管理運営を行う。
ただし、乗鞍岳全体の利活用を検討する中で、施設のあり方を検討する
。）
・グリーンパークひろ野　「継続」（引き続き行政による管理運営を行う
。）

―

自由記載
（団体や事業の今後のあり方や果たすべき
役割について）
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